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小売・飲食サービス売上高
耐久財関連（*1） 非耐久財関連（*2）

除く車 自動車 家具 家電 衣料品 ガソリン

07/08 ＋0.1 (＋3.6) ▲0.8 ＋1.7 ＋3.4 ▲0.7 ＋0.2 ▲0.8 ▲0.3 ▲2.9
07/09 ＋0.8 (＋5.0) ＋0.6 ＋0.8 ＋1.5 ▲0.3 ＋0.7 ＋0.9 ▲0.3 ＋3.0
07/10 ＋0.0 (＋4.8) ＋0.2 ▲0.6 ▲0.5 ▲0.6 ＋0.4 ＋0.3 ▲0.9 ＋2.4
07/11 ＋0.8 (＋5.6) ＋1.5 ▲0.7 ▲1.8 ▲0.5 ＋2.2 ＋1.8 ＋1.0 ＋7.3
07/12 ▲0.7 (＋3.4) ▲0.5 ▲1.9 ▲1.6 ▲1.2 ▲3.0 ▲0.3 ▲2.4 ▲0.4
08/01 ＋0.4 (＋4.0) ＋0.4 ▲0.3 ＋0.2 ▲1.7 ▲0.1 ＋0.9 ＋2.0 ＋2.9
08/02 ▲0.4 (＋2.9) ▲0.1 ▲0.9 ▲1.2 ▲1.2 ＋0.0 ▲0.1 ▲0.9 ▲0.5
08/03 ＋0.2 (＋2.0) ＋0.1 ▲0.3 ＋0.2 ▲0.3 ▲0.4 ＋0.4 ▲0.5 ＋1.1

（出所）商務省（Department of Commerce）

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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～１-３月期の実質個人消費は前期比年率＋0.6％と減速が見込まれる～               
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○３月の小売・飲食サービス売上高は前月比＋0.2％（前月同▲0.4％）と増加に転じ、市場予想の同0.0％

を上回った（１、２月合計で0.2％上方改定）。変動の大きい自動車を除く小売・飲食サービス売上高は前

月比＋0.1％（前月同▲0.1％）と市場予想通りだったが、１、２月合計で0.2％上方改定されており実体は

予想よりもしっかり。一方、消費の基調を示す小売・飲食サービス売上高（除く自動車・ガソリン・建材）

は３月に前月比＋0.2％（前月同▲0.1％：１、２月合計で0.2％下方改定）と増加に転じた。以上のように、

３月の小売売上高（除くガソリン）は、金融市場の混乱、エネルギー価格・食品価格の上昇などの押し下げ

圧力が強まるなかで、通常の税還付の増加等所得の増加により拡大を続けている。 

 

○項目別にみると、耐久財では家電が減少に転じたが、家具の減少幅が縮小、自動車が拡大に転じたため、

耐久財全体のマイナス幅は縮小した。非耐久財では、薬局、一般小売が減少に転じ建設資材の減少ペースが

加速したものの、衣料品販売の減少ペース鈍化、食料品店、通信販売の増加ペース加速、さらに飲食店、ス

ポーツ用品・書籍、ガソリン販売が増加に転じたことで、非耐久財全体は増加した。 

 

○月次での変動を均すため３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率で消費のモメンタムをみると、変動の大きい

自動車を除く小売・飲食サービス売上高は＋2.3％（前月＋3.3％）と減速した。この数字はガソリン価格変

動の影響を受けているため、消費の基調を示す小売・飲食サービス売上高（除く自動車・ガソリン・建材）

では＋0.9％（前月＋0.8％）と緩やかな伸びにとどまっている。金融市場の混乱、株・住宅価格の下落、エ

ネルギー価格・食品価格の上昇等を背景に小売売上高のモメンタムは弱まっている。 

 

○１～３月期の実質個人消費は所得の伸び鈍化、住宅価格や株の下落によって前期比年率＋0.6％に大幅に

減速すると予想される。ただし、一部で懸念された個人消費の減少は回避されよう。 
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小売・飲食ｻｰﾋﾞｽ売上高
（3ヵ月移動平均、3ヵ月前対比年率）
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（注）３カ月移動平均、３カ月前対比年率。

(出所）米商務省
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小売売上高と個人消費の推移（％）

（注）３カ月移動平均、３カ月前対比年率ベース。

(出所）米商務省
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（注）３カ月移動平均、３カ月前対比年率。(出所）米商務省

小売売上高（除く自動車・ｶﾞｿﾘﾝ）
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(出所）米商務省

自動車販売台数（季節調整済み年率）
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6ヵ月以内の新車購入計画(6ヶ月先行、右）

(出所）米商務省、ＣＢ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


